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PwCコンサルティング合同会社は、「新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025」を実施し、日本企業における新規事業の取り組
み動向や直面している課題、および成功企業から学ぶべき方策を明らかにしました。

本調査は、新規事業に取り組んでいると回答があった売上高10億円から1兆円以上の企業を対象としています。

日本では多くの産業で市場構造が成熟化しており、人口減少や可処分所得の伸び悩みが見られる中、それらを要因とする既存事業の
成長に停滞感を抱く企業が、新たな柱となる事業の姿を模索しています。

また、これまでの強みを武器に牙城を築いてきたグローバル企業でも、デジタル化などの先進テクノロジーや、サステナビリティ／ESGの
観点で、外部環境における機会・脅威の認識を改め、ビジネスモデルを転換する必要性に迫られています。

並行して、新規事業の創出手法はスタートアップ企業の成功研究を中心に科学され、理論化されてきました。既存事業をもつ伝統企業
においてもそれらの実装が試みられた結果、新規事業にまつわる体系的な思考法や取り組み方について、一定のリテラシーが多くの企業
内で醸成された状態ではないかと考えます（新規事業1.0） 。

にもかかわらず、新規事業開発の成功ケース*はわずかであり、再現性まで含め成功率を高められていないのが実態です。

本調査では、まず日本における新規事業の取り組みの実態を明らかにするとともに、成功企業と挑戦企業に分類した上での比較を通じ
て成功企業の特徴を抽出します。その上で、新規事業の成功に向け施策展開を講じる際の成功要因・ボトルネック要因を分析し、日本企
業が現状を打破し、変革を実現するための具体的な示唆を提示します。

本調査が日本企業の新規事業開発における発展と拡大に寄与し、成果を結実するためのフェーズ（新規事業2.0）の一助となることを
期待しています。

*本稿において「新規事業の成功」とは、案件ベースで投資回収フェーズ以降に到達している状態と定義しています。

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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3年で新規事業の成果が求められる
• 売上高10億円から1兆円以上の国内企業は、3年で新規事業の成否を判断する傾向にあることが明らかになった。後述する「成功企
業」とそれ以外の「挑戦企業」の両者において、この傾向は同様にみられている。

8割の企業が新規事業の「成功」に至っていない
• 事業開発プロセスのうち、投資回収まで至っている新規事業案件をもつ「成功企業」は全体の2割程度となった。さらに、目標とする主
力事業化にまで至っている企業は1割に満たないことから、0➝1の立ち上げ（良筋な事業アイデア創出）、1➝10の確立（顧客獲得・オ
ペレーション安定化）、10➝100の拡張（事業拡大のためのビジネスモデル改革）のいずれも課題があることがうかがえる。

業種によって取り組む新規事業の種類・フェーズが異なる
• 取り組んでいる新規事業の種類では、金融・電力などの企業が顧客基盤を軸とした新規サービスに注力することや、消費財企業が新
たな価値トレンドに対応するなど、各業種の既存ビジネスモデル上の特徴が反映された結果となった。

• また、新規事業の取り組みフェーズでは、事業アイデアを模索している業種（不動産開発や小売など）、リリースしたサービスの顧客獲
得が求められる業種（保険や消費財など）、事業スケールが求められる業種（化学や自動車など）と、業種のプロダクトライフサイクル
による特徴が表れた結果となった。

成功企業は、取り組む案件内容よりも組織づくりに特徴がある
• 案件自体の成功率を高める動き（特定種類への注力や、事業開発プロセス推進上の妙）に成功／挑戦企業で大きな差はなく、取り
組み主体である新規事業組織を強化することで成功率を高めていることが明らかになった。

• 成功企業は、案件自体の推進だけでなく、企画・管理機能を強化することで成功確率を高めている。
（事務局体制、戦略活動自体への予算割り当て、スキル管理機能、エンドースメント・発信機能の設置など）

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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回答企業の売上高 回答企業の従業員規模

Q. あなたの勤務先企業／団体の売上高（直近の単体決算）をお聞かせください。ただし、勤務先企業が持株会社の場合は、直近の連結決算の売上高を
お聞かせください。（n=1,032）

Q. 貴社の営業利益率（直近の単体決算）をお答えください。（n=1,032）
Q.あなたの勤務先企業／団体の従業員数（単体）をお聞かせください。ただし、勤務先企業が持株会社の場合は、連結での従業員数をお聞かせください。
※パート・アルバイト、派遣社員は含めずにお答えください。（n=1,032）

回答企業の営業利益率

10.9%

10.1%

18.9%

42.3%

17.8%

20%以上

15%以上
20%未満

10%以上
15%未満

5%以上
10%未満

5%未満

22.5%

10.5%

9.7%

7.4%
16.5%

17.8%

15.7%

10,000人以上

5,000人～
9,999人

3,000人～
4,999人

2,000人～
2,999人

1,000人～
1,999人

500人～
999人

300人～
499人

17.5%

10.0%

22.6%

49.9%

超大手企業：1兆円以上

大手企業：
5,000億円以上
1兆円未満

中堅企業：
1,000億円以上
5,000億円未満

中小企業：
10億円以上

1,000億円未満

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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回答者の役職 回答者の新規事業開発における役割

Q. あなたの勤務先企業／団体の業種（主な事業内容）として、以下のうち、もっとも近いものを1つお聞かせください。（n=1,032）
Q.あなたの勤務先企業／団体における役職をお聞かせください。（n=1,032）
Q. あなたの勤務先企業／団体における新規事業開発への取り組みにおいて、あなたの役割をお聞かせください。（n=1,032）

回答企業の業種（15業種）

15.0%

11.9%

11.1%

8.5%
7.9%

7.8%

6.5%

6.4%

4.6%

6.7%

卸・小売

建設・重工業

テクノロジー

金融
運輸・輸送

資源・化学

不動産開発
・運営

医療・
ヘルスケア

自動車

消費財

3.7%通信

3.6%

公的サービス
・人材派遣

3.4%電力・ガス

1.9%保険

0.9%

エンターテイン
メント・メディア

7.0%

29.7%

60.1%

3.2%

経営者

役員

部長クラス

課長クラス

48.4%
51.6%

責任者担当者

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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調査概要（3/3）：新規事業の担当部門
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Q. 貴社では、新規事業の「企画（アイデア創出・事業計画策定など）」機能はそれぞれどの組織が担っていますか。最も当てはまるものを選択してください。（n=1,031）

Q. 貴社では、新規事業の「実行（事業／サービス立ち上げ・運営・グロースなど）」機能はそれぞれどの組織が担っていますか。最も当てはまるものを選択してください。（n=1,032）

Q. 貴社では、新規事業の「管理（進捗管理・投資判断・リスク管理など）」機能はそれぞれどの組織が担っていますか。最も当てはまるものを選択してください。（n=1,032）

43%

30%

17%

11%

43%

30%

26%

2%

43%

25%

20%

11%

2%

経営企画部門や
コーポレート部門が管理

（n=108）

本社の新規専任部署が担当
（n=310）

既存事業部門が
兼務して担当

（n=441）

R＆D部門が担当
（n=172）

既存事業部門が
引き継いで実行

（n=439）

新規専任部署が自ら担当
（n=310）

コーポレート・事業部門混合
（n=263）

外部パートナーや
グループ会社に実行を委託

（n=20）

新規事業専任部署が
自ら管理
（n=442）

経営企画部門や
コーポレート部門が管理

（n=254）

CVC部門や
戦略投資部門が管理

（n=206）

既存事業部門に管理を
任せている

（n=110）

特に明確な管理機能は
設けられていない

（n=20）

新規事業「管理」機能の担当部門 新規事業「実行」機能の担当部門新規事業「企画」機能の担当部門
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新規事業の取り組みは総じて拡大傾向にある
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全体の6割が拡大傾向と回答。残りもほとんどが同水準を維持しており縮小傾向の企業は少ない

10.5% 49.4% 35.7% 1.1%

0.7%

2.7%

とても拡大している 拡大している 同水準を維持 縮小している とても縮小している わからない

新規事業に関する取り組み傾向

業種別ランキング*

（上位3業種）

1.運輸・輸送
2.電力・ガス
3.自動車

企業規模別ランキング*

1.大手企業
2.超大手企業
3.中堅企業
4.中小企業

1.0%

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年

Q. ここ最近（1-3年程度）における貴社の新規事業に対する取り組みは、拡大傾向でしょうか。それとも縮小傾向でしょうか。（n=1,032）

* 回答結果を業種別・企業規模別に集計し、各業種・各規模の企業において「新規事業がとても拡大している」と回答した企業数が占める割合を算出。



PwC

どのような背景から新規事業に取り組んでいるか？
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約9割の企業が経営アジェンダ上の重要テーマに位置づけている。

企業における経営アジェンダ上の新規事業の位置づけ

29％

57％

11％

3％

最重要課題として経営層主導で取り組まれている
（日次～週に複数回は経営層のコミットメントがある）

（n=302）

既存事業と並列程度。複数ある重点テーマの1つとして経営層の
関与をもって推進されている（週次～月に複数回の報告タイミング）

（n=592）

既存事業が優先。新規事業は限られた予算・リソースの中で推進
（四半期単位の報告タイミングや、イベント的位置づけ）

（n=111）

経営アジェンダ上の優先順位は低い（一部部署で細々と検討）
（n=27）

業種別ランキング*

（上位3業種）

1. エンターテインメント・メディア
2.保険
3.卸・小売

企業規模別ランキング*

1.大手企業
2.超大手企業
3.中堅企業
4.中小企業

Q. 貴社において、新規事業の取り組みは経営アジェンダ上どの程度の優先順位に位置づけられていますか。（n=1,032）

* 回答結果を業種別・企業規模別に集計し、各業種・各規模の企業において「最重要課題として経営層主導で取り組まれている」と回答した企業数が占める割合を算出。

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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どのような成果を狙いとしているか？
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規制制度変化への対応や競合との同調ではなく、自ら競争力を高めていく「攻め」の目的で取り組む傾向が
ある。

Q. 貴社が新規事業開発を通して直接的・副次的に狙う成果についてお伺いします。
直接的に狙う成果について、当てはまるものを1位～3位までお選びください。（各順位回答数=1,032）

攻めの
目的

守りの
目的

22.6%

37.7%

25.0%

9.3%

3.5%

1.2%

0.7%

既存ビジネス強化（新たな競争優位獲得や成長限界補完含む）
（n=645）

新たな収益源の獲得
（n= 643）

既存事業の競争激化への備え
（n= 553）

業界構造のディスラプション（含む：代替プレイヤの取り込み）
（n=490）

規制・制度変化への柔軟な対応
（n=426）

競合の動きへの同調
（n=286）

特になし（副次的な狙いのみ）
（n=48）

新規事業で直接的に狙う成果

18.0%

11.9%

10.8%

20.4%

19.5%

16.3%

2.9%

21.9%

12.7%

11.7%

23.8%

18.3%

10.3%

1.1%

1位回答 2位回答 3位回答

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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新規事業の成功率はどの程度か？
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案件が投資回収まで達成している企業は全体の2割程度。目標とする主力事業化にまで至っている企業は
1割に満たない。

100％

93％

アイデア起案 事業企画書作成 価値検証／PoC 事業運営準備 リリース 単年黒字達成 投資回収達成 既存事業並み 主力事業化

79％

9％

15％

21％

33％

47％

66％

* 回答結果を基に、各企業の最も事業ステップが進んだ案件を対象に、各事業ステップを通過した企業数を集計・企業数全体に占める割合を算出。

Q. 貴社において、進んでいる新規事業案件は、次のうちどのステータスに当てはまりますか。近しいものを選択してください。（単一回答、n=1,030）

（企業別）新規事業案件の推進度*

挑戦企業
815社、79％

成功企業
215社、21％

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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新規事業の成功は、企業規模別でどのような特徴がみられるか？
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超大手企業は主力事業化まで到達する割合が最も多い。
一方で、大手・中堅企業は1→10、中小企業は0→1で困難を抱えている。

0

25

50

75

100

％

アイデア起案 事業企画書作成 価値検証／PoC 事業運営準備 リリース 単年黒字達成 投資回収達成 既存事業並み 主力事業化

（企業規模別）事業開発フェーズごとの到達状況*

超大手企業

大手企業

中堅企業

中小企業

0→1（立ち上げフェーズ） 1→10（確立フェーズ） 10→100（拡張フェーズ）

Q. 貴社において、進んでいる新規事業案件は、次のうちどのステータスに当てはまりますか。近しいものを選択してください。（単一回答、n=1,030）

* 回答結果を基に、企業規模別に各事業フェーズ・ステップを通過した企業数、各企業規模の企業数全体に占める割合、各事業フェーズに留まる企業数・企業割合を集計。

0➝1にとどまる企業の割合

• 超大手企業 ：28％
• 大手企業 ：27％
• 中堅企業 ：32％

• 中小企業 ：38％

1➝10にとどまる企業の割
合

• 超大手企業 ：25％

• 大手企業 ：37％
• 中堅企業 ：41％
• 中小企業 ：32％

10➝100に達した企業の割合

• 超大手企業 ：32％
• 大手企業 ：29％
• 中堅企業 ：18％
• 中小企業 ：17％

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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新規事業の成功は、業種別でどのような特徴がみられるか？
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新規事業案件の進捗状況は業種ごとで異なる。

45%

39%

38%

35%

26%

27%

31%

26%

32%

22%

33%

32%

33%

40%

43%

30%

38%

41%

45%

45%

39%

35%

37%

33%

33%

22%

30%

29%

23%

27%

25%

24%

22%

20%

29%

33%

34%

37%

36%

44%

44%

38%

38%

37%

30%

不動産開発・運営

金融

公的サービス・人材派遣

保険

消費財

医療・ヘルスケア

テクノロジー

通信

建設・重工業

資源・化学

エンターテインメント・メディア

自動車

運輸・輸送

電力・ガス

卸・小売

（業種別）事業開発フェーズごとの企業の割合*

グラフ左側：0→1 グラフ中央：1→10 グラフ右側：10→100

Q. 貴社において、進んでいる新規事業案件は、次のうちどのステータスに当てはまりますか。近いものを選択してください。（単一回答、n=1,030）

* 回答結果を基に、業種別に各企業の最も事業ステップが進んだ案件がどのフェーズ・ステップにあるかを集計、各業種で最も企業割合が多いフェーズに応じてグループ分け。

10→100

業種

1→10

業種

0→1

業種

0→1

業種

ビジネス構想が主

立ち上げ・安定化が
主

立ち上げから拡張
への移行が増加

ビジネス拡張が主

ビジネス拡張から
次の構想に移行

次のビジネス構想
サイクルに着手

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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各社が取り組んでいる新規事業の種類は？

16

既存の顧客基盤活用や、既存サービスの他セグメント展開といった「既存事業の拡張」を起点とした新規事
業に取り組む傾向。

35.9％

24.4％

11.8％

19.5％

8.3％

既存の顧客基盤を軸とした新規サービス・プロダクト提供
（n=370）

既存サービス・プロダクトを軸とした新たな顧客セグメント
・チャネル開拓

（n=252）

既存ビジネスモデルの海外への拡張（既存と同一の
顧客セグメント・同一サービス／プロダクトの海外への横展開）

（n=121）

新たな価値創造トレンドの対応（DX・GXや、スマートシティなどの
事業の最新テーマを既存業界／バリューチェーン内で取り組む）

（n=201）

異業種連携・エコシステム形成による新たなバリューチェーンの
創造（既存の業界／バリューチェーンを超えた取り組み）

（n=86）

取り組まれている新規事業の種類

Q. 貴社の中で取り組んでいる新規事業の種類について、主眼を置いているもののうち、最も当てはまるものを選択してください。（n=1,030）

新たな
成長機会の
取り込み

既存事業の
拡張

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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業種によって取り組む新規事業の種類に特徴がある

17

金融・電力などの企業が顧客基盤を軸とした新規サービスに注力し、消費財企業が新たな価値トレンドに対
応するなど、各業種の既存ビジネスモデル上での差別化要素に裏打ちされている傾向がうかがえる。

（業種別）取り組んでいる新規事業種類の割合*

金融

電力・ガス

運輸・輸送

保険

通信

卸・小売

資源・化学

43%

43%

40%

40%

39%

39%

38%

エンターテイン
メント・メディア

保険

不動産開発
・運営

資源・化学

電力・ガス

通信

金融

44%

30%

30%

30%

29%

26%

25%

消費財

公的サービス・
人材派遣

テクノロジー

医療・
ヘルスケア

エンターテイン
メント・メディア

不動産開発・
運営

自動車

35%

27%

24%

24%

22%

21%

19%

自動車

建設・重工業

医療・
ヘルスケア

卸・小売

テクノロジー

金融

エンターテイン
メント・メディア

21%

17%

17%

12%

12%

11%

11%

保険

通信

消費財

資源・化学

公的サービス・
人材派遣

不動産開発・
運営

運輸・輸送

15%

13%

12%

11%

11%

10%

9%

既存の顧客基盤を軸とした
新規サービス・プロダクト提供

既存サービス・プロダクトを
軸とした新たな顧客セグメント

・チャネル開拓

既存ビジネスモデルの
海外への拡張 新たな価値創造トレンドの対応

異業種連携・
エコシステム形成による

新たなバリューチェーンの創造

強固な顧客基盤をもつ
業種が注力する傾向

コア技術・アセット（IPなど）を強み
とするエンタメ業界の注力が顕著

日本の強みがある商材・ビジ
ネス形態を持つ業種が上位に

顧客ニーズの変化に影響を
受けやすい業種が注力

既存ビジネスモデルの展開に
限界がある業種が上位に

Q. 貴社の中で取り組んでいる新規事業の種類について、主眼を置いているもののうち、最も当てはまるものを選択してください。（n=1,030）

* 回答結果を業種別に集計し、各業種において各選択肢の回答企業数が占める割合を算出

新たな成長機会の取り込み既存事業の拡張

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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取り組む新規事業の種類により、新規事業の成功に違いがあるか？

18

「既存ビジネスモデルの海外拡張」においては成功企業の方がよく取り組んでおり、違いがみられる。
その他の種類での新規事業では、成功・挑戦企業の間で大きな差はなく、成功率に違いはみられない。

33％

37％

22％

25%

16%

11%

20%

19%

9%

8%

3.4%

2.9%

5.6%

0.4%

0.5%
成功企業

挑戦企業

（新規事業の種類別）成功企業・挑戦企業の割合*

Q. 貴社の中で取り組んでいる新規事業の種類について、主眼を置いているもののうち、最も当てはまるものを選択してください。（n=1,030）

* 回答結果を基に、成功企業（n=217）、挑戦企業（n=813）それぞれの回答を集計

新たな
成長機会の
取り込み

既存の顧客基盤を軸とした新規サービス・プロダクト提供
（成功企業：n=72、挑戦企業：n=298）

既存サービス・プロダクトを軸とした新たな顧客セグメント
・チャネル開拓

（成功企業：n=48、挑戦企業：n=204）

既存ビジネスモデルの海外への拡張（既存と同一の
顧客セグメント・同一サービス／プロダクトの海外への横展開）

（成功企業：n=35、挑戦企業：n=86）

新たな価値創造トレンドの対応（DX・GXや、スマートシティなどの
事業の最新テーマを既存業界バリュー／チェーン内で取り組む）

（成功企業：n=43、挑戦企業：n=158）

異業種連携・エコシステム形成による新たなバリューチェーンの
創造（既存の業界／バリューチェーンを超えた取り組み）

（成功企業：n=19、挑戦企業：n=67）

既存事業の
拡張

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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各社は新規事業のどのフェーズに注力しているか？

19

まずは0➝1の施策に注力しつつも、次の手として1➝10の施策にも取り組み始めており、全体傾向として
1➝10へ注力度がシフトしている状況。

Q. 新規事業開発の各フェーズにおいて、どのような施策に注力していますか。以下の中から、注力している順に3つ選択してください。（各順位回答数=1,032）

0

↓

1

1

↓

10

10

↓

100

オーガニック

インオーガニック

オーガニック

インオーガニック

オーガニック

インオーガニック

フェーズ・施策分類

40.8%

28.2%

9.0%

2.8%

10.0%

2.5%

1.6%

1.5%

1.4%

1.6%

0.2%

0.6%

社内での新規事業アイデア創出（n=513）

事業企画の精査・FS（n=431）

実証実験（PoC）（n=260）

CVCの推進（n=182）

顧客開拓・営業拡大（n=447）

既存組織との連携強化（n=294）

M＆A検討（n=135）

オペレーション標準化・自動化（n=243）

グロース（成長戦略、ビジネスモデル改革）（n=253）

立て直し（n=51）

上場・事業売却（n=22）

協業拡大（n=265）

新規事業各フェーズの施策展開状況

5.1%

9.0%

8.5%

10.0%

23.7%

14.1%

4.5%

9.1%

7.5%

6.6%

1.5%

0.4%

3.8%

4.6%

7.7%

4.8%

9.6%

11.8%

7.1%

15.1%

14.7%

16.4%

3.3%

1.2%

1位回答 2位回答 3位回答施策内容

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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フェーズ・施策への注力には、業種別で特徴がみられるか？

20

電力・ガス、消費財、公的サービスなどで1→10施策への注力が見られるが、それ以外の業種では現在でも
0→1施策に注力している状況。

2%

3%

3%

1%

3%

9%89%自動車

0%11%89%エンターテインメント・メディア

8%89%金融

5%8%87%通信

4%11%85%運輸・輸送

3%12%84%テクノロジー

4%12%84%不動産開発・運営

5%

15%83%卸・小売

5%14%81%建設・重工業

5%17%79%医療・ヘルスケア

4%21%

5%

資源・化学

9%26%66%電力・ガス

90%

75%

65%消費財

保険

35%62%公的サービス・人材派遣

33%

立ち上げフェーズ 確立フェーズ 拡張フェーズ

（業種別）新規事業各フェーズの施策展開状況*

1→10施策
注力業種

0→1施策
注力業種

Q. 新規事業開発の各フェーズにおいて、どのような施策に注力していますか。以下の中から、注力している順に3つ選択してください。（各順位回答数=1,032）

* 回答結果を基に、業種別に各企業がどのフェーズの施策に最も注力しているかを集計、各業種で最も企業割合が多い注力フェーズ・施策に応じてグループ分け。

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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フェーズへの注力度は業種の「新規事業ライフサイクル」で異なる

21

該当フェーズに注力する業種がいる一方、電力・ガスでは“0➝1”から“1➝10”へのシフトがうかがえる。
一方、保険などの業種は依然として“0➝1”施策を重視しているが“1➝10”施策への転換が求められると理解。
“10→100”業種では、従来の新規事業が主力事業化したことで、新たな“0→1”へ注力している。

10→100

施策

1→10

施策

1→10業種0→1業種

－

注
力
し
て
い
る
フ
ェ
ー
ズ
・施
策

Q. 貴社において、進んでいる新規事業案件は、次のうちどのステータスに当てはまりますか。近しいものを選択してください。（単一回答、n=1,030）
Q. 新規事業開発の各フェーズにおいて、どのような施策に注力していますか。以下の中から、注力している順に3つ選択してください。（各順位回答数=1,032）

* 回答結果を基に集計した「各業種で最も企業割合が多いフェーズグループ」と「各業種で最も企業割合が多い注力フェーズ・施策グループ」を基に各業種をマッピング。

案件の実態・施策ともに
0➝1であり、
良筋な構想を模索している

公的サービス 消費財 － － 電力・ガス

0→1

施策

不動産開発・運営
金融 保険

医療・ヘルスケア
テクノロジー

資源・化学
通信

建設・重工業

エンターテイン
メント・メディア
運輸・輸送
自動車

卸・小売

10→100業種 0→1業種

ビジネス構想が主
立ち上げ・安定化

が主
立ち上げから拡張
への移行が増加

ビジネス拡張が主
ビジネス拡張から
次の構想に移行

次のビジネス構想
サイクルに着手

0➝1施策に注力しているが、
1➝10への施策展開が必
要か 0➝1施策に注力しているが、

10➝100への施策展開が
必要か

新規事業の主力事業化に
より、新たな0➝1に注力し
ている

－ － － － － －

新案件の1➝10への移行を
見据えた施策展開がみら
れる

案件の実態・施策ともに
1➝10であり、事業化・売上
づくりに注力している

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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成功企業の深掘り
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成功企業は、取り組む案件内容よりも組織づくりに特徴がある

23

案件自体の成功率を高める動き（特定種類への注力や、事業開発プロセス推進上の妙）に成功／挑戦企業
で大きな差はなく、取り組み主体である新規事業組織を強化することで成功率を高めていることが分かった。

取り組む
主体

取り組む
案件内容

新規事業案件の種類では、
成功／挑戦企業に大きな差がみられない
（ただし、海外展開では成功企業がリー

ドしている傾向がみられた）

事業開発プロセス推進において、
成功／挑戦企業に大きな差がみられない

（業種による特徴が大きい）

新規事業組織のガバナンス
設計の点で、

成功／挑戦企業に大きな差がみられる

• スポンサーの支援・コミットメントや
リソース（要員、予算）

• 機能設計（新規事業の戦略・企画・実行機能
に加え、KPI管理、ノウハウ・スキル、エン
ドースメントなど）

• 既存事業組織との連携プロセスの整備

経営上の重要性において、
成功／挑戦企業に大きな差がみられる
（成功企業は最重要アジェンダとして

新規事業を捉えて推進）

推進案件の数、取り組み年数で、
成功／挑戦企業に大きな差がみられた
（成功企業は10年以上、新規事業に取
り組んでおり、4件以上の案件を推進）

成功企業にはどのような
特徴があるのか？

×

=

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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成功企業にみられる特徴

24

成功企業にはガバナンス設計に関して特徴がみられる。

1. 新規事業を経営上の最重要課題に位置づけている

2. 新規事業に長く取り組んでおり、推進案件数も多い

3. 新規事業の事務局・推進チーム体制を厚く敷いている

4. 実行に重きをおいて新規事業組織を機能設計している

5. 新規事業の意思決定権限の委譲を経営トップが支援

6. 企画・実行部門の連携プロセスが設計されている

7. 新規事業KPIを定量観点も含めて幅広く設定・管理

8. 新規事業組織内にノウハウ・スキルを集約化している

9. 新規事業取り組み意義のエンドースメントに全方位で注力

10.新規事業向けに一定規模の予算を確保して推進

既
存
事
業
組
織

経営陣

新規事業組織

新規事業
戦略・企画・実行機能*

KPI

管理
機能

ノウハ
ウ・スキ
ル管理
機能

エン
ドース
メント
機能

経営トップによる監督・支援

厚い人的リソース（事務局・推進体制）

一定規模（10億円以上）の予算

連携
プロセス

4案件以上・10年以上の実績

会議体の常設

成果連動の
仕組み

1

2

3

5

6

10

* 新規事業の企画・実行機能は、既存事業組織側が担うパターンも存在

成功企業にみられる新規事業の組織づくり（イメージ） 成功企業の特徴

エンドースメント：社内で活動が形式的に承認されているだけでなく、事実として必要な存在とし
て信頼されており、活動を協力・支援したいとメンバーが考えている状態

4

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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成功企業は新規事業を経営上の最重要課題に位置づけている

25

成功企業は挑戦企業よりも、新規事業を最重要課題と位置づけて取り組む企業の割合が高い。

34％

28％

53％

58％

10％

11％

3％

2％

5.5%

4.9%

1.4%

0.8%

最重要課題として経営層主導で取り組まれている
（日次～週に複数回は経営層のコミットメントがある）

（成功企業：n=73、挑戦企業：n=229）

既存事業と並列程度。複数ある重点テーマの1つとして経営層の関与
をもって推進されている（週次～月に複数回の報告タイミング）

（成功企業：n=116、挑戦企業：n=476）

既存事業が優先。新規事業は限られた予算・リソースの中で推進
（四半期単位の報告タイミングや、イベント的位置づけ）

（成功企業：n=21、挑戦企業：n=90）

経営アジェンダ上の優先順位は低い（一部部署で細々と検討）
（成功企業：n=7、挑戦企業：n=20） 成功企業

挑戦企業

Q. 貴社において、新規事業の取り組みは経営アジェンダ上どの程度の優先順位に位置づけられていますか。（単一回答、n=1,032）

* 回答結果を基に、成功企業（n=217）、挑戦企業（n=815）それぞれの回答を集計。

経営アジェンダ上での新規事業の位置づけ*

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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成功企業は新規事業に長く取り組んでおり、推進案件数も多い

26

成功企業と挑戦企業の間で取り組む期間に有意差がみられ、新規事業ノウハウの蓄積があると考えられる。
また、推進案件数においても成功企業の方が4案件以上と差が生まれている。

5%

6%

21%

26%

20%

32%

17%

17%

37%

18%

1.3%

5.3%

12.2%

0.2%

18.6%

1～3年以内
（成功企業：n=44, 挑戦企業：n=208）

3～5年以内
（成功企業：n=43, 挑戦企業：n=259）

5～10年以内
（成功企業：n=37, 挑戦企業：n=137）

10年以上
（成功企業：n=79, 挑戦企業：n=147）

Q. 現在の方針のもとで、貴社では、いつ頃から新規事業に取り組んでいますか。（n=1,017）
Q. 貴社において、現在推進している新規事業の案件数をお答えください。（n=1,032）

* 回答結果を基に、新規事業取り組み期間（成功企業： n=214, 挑戦企業： n=803）、推進する新規事業案件数（成功企業： n=217, 挑戦企業： n=815）それぞれの回答を集計。

8%

25%

32%

48%

13%

14%

47%

12%

17.1%

16.2%

0.9%

34.2％

成功企業

挑戦企業

1案件
（成功企業：n=18, 挑戦企業：n=207）

2案件
（成功企業：n=69, 挑戦企業：n=391）

3案件
（成功企業：n=29, 挑戦企業：n=116）

4案件以上
（成功企業：n=101, 挑戦企業：n=101）

新規事業に取り組んでいる期間* 現在推進している新規事業案件数*

1年以内
（成功企業：n=11, 挑戦企業：n=52）

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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成功企業は新規事業の事務局・推進チーム体制を厚く敷いている

27

挑戦企業と比較して成功企業は、事務局体制・推進チーム体制をそれぞれ10人以上置く傾向がある。

21%

25%

60%

66%

19%

10%

3.8%

5.9%

9.7%

事務局体制なし／
管理担当者のみ

（成功企業：n=45, 挑戦企業：n=200）

1～9人
（成功企業：n=130, 挑戦企業：n=536）

10人以上
（成功企業：n=42, 挑戦企業：n=79）

8%

10%

61%

60%

30%

17%

1.6%

0.8%

13.1%

成功企業

挑戦企業

0人
（成功企業：n=18, 挑戦企業：n=81）

1～9人
（成功企業：n=133, 挑戦企業：n=493）

10人以上
（成功企業：n=66, 挑戦企業：n=141）

Q.新規事業に関わる現在の推進体制規模について、事務局（管理側）、案件推進チームそれぞれのアサイン人数をお答えください。（n=1,032）

* 回答結果を基に、成功企業（n=217）、挑戦企業（n=815）それぞれの回答を集計。

新規事業の事務局体制* 新規事業の推進チーム体制（案件あたり）*

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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混合・
PJ体制

成功企業は実行に重きをおいて新規事業組織を機能設計している

28

一般に最も多い「事業部の事業開発管理型」は、挑戦企業の特徴としてみられ、推進の難しさがうかがえる。
一方「経企のもとでの新規事業推進型」のように、成功企業は実行機能・責任を明確化している点が特徴的。

18.3% （n=146）

12.8% （n=102）

11.9% （n=95）

5.6% （n=45）

5.5% （n=44）

5.3% （n=42）

5.1% （n=41）

5.0% （n=40）

4.1% （n=33）

3.9% （n=31）

Q. 貴社では、新規事業の「企画（アイデア創出・事業計画策定など）」機能はそれぞれどの組織が担っていますか。（単一回答、n=1,032）
Q. 貴社では、新規事業の「実行（事業／サービス立ち上げ・運営・グロースなど）」機能はそれぞれどの組織が担っていますか。（単一回答、 n=1,032）
Q. 貴社では、新規事業の「管理（進捗管理・投資判断・リスク管理など）」機能はそれぞれどの組織が担っていますか。（単一回答、n=1,032）

* 回答結果を基に、成功企業（n=217）、挑戦企業（n=815）それぞれの回答を集計。回答割合が多い上位パターンに絞ってランキング付けを実施（n=800）

新規事業関連機能の回答割合（全体、成功／挑戦）*

企画 管理実行
新規事業推進の型

事業部の事業開発管理型

経企のもとでの新規事業推進型

新規事業組織内での完結型

経企内での事業開発管理型

事業部内での完結型

事業部起案・PJ推進型

事業部への出資型

R＆Dからの起案・PJ推進型

新規事業側で起案・事業部への実行委任型

事業部起案の事業開発特化型

#

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

新規事
業組織

経営企
画部門

戦略投
資部門
（含：CVC）

既存事
業組織

R＆D

部門

機能分担

￥ ￥

￥ ￥

￥￥ ￥

￥￥

￥￥ ￥

￥

￥

￥

￥

￥ ￥

¥：事業開発
の予算元

全体回答割合 傾向

挑戦企業に多い

成功企業に多い

-

-

成功企業に多い

-

-

-

挑戦企業に多い

成功企業に多い

分析・解釈

•事業部側の活動を管理する機
能だけでは新規事業開発が進
まない

•新規事業による成果創出を明確
にミッションとして与え、企画・実
行の裁量権をもたせた組織が成
功している

•既存事業起点での新規事業案
件創出においては事業部内に
一任した方が良い

•企画出しにとどまり、実行を既存
事業部門に任せている場合、成
功につながらない

•既存事業からアイデアを引き出
し、新規事業組織側で具体化し
ていくアプローチが有効

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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成功企業では意思決定の権限移譲を経営トップが支援

29

成功企業の方が挑戦企業よりも意思決定の権限移譲が進んでいる企業が多い。
経営トップによるコミットメントの違いが背景にあることがうかがえる。

17%

10%

30%

33%

29%

36%

23%

19%

1%

2%

6.8%

3.3%

6.5%

3.8%

0.8%

経営トップ（CEO／社長）
（成功企業：n=36, 挑戦企業：n=80）

経営幹部層（取締役・役員クラス）
（成功企業：n=65, 挑戦企業：n=271）

部門長クラス（本部長・事業部長など）
（成功企業：n=64, 挑戦企業：n=293）

現場マネジメント層（課長・チームリーダー）
（成功企業：n=49, 挑戦企業：n=153）

スポンサーは存在しない
（成功企業：n=3, 挑戦企業：n=18）

成功企業

挑戦企業

成功企業
（n=217）

挑戦企業
（n=815）

25%

20%

41%

44%

24%

25%

9%

10%

0%

2%

できている

ややできている

どちらともいえない

あまりできていない

できていない

Q. 貴社において、新規事業を“主力事業化”していくにあたっての対応状況についてお答えください（意思決定の権限移譲・組織／業務設計）。（n=1,032）
Q. 貴社では、新規事業の推進部門に対して、どのレイヤーの上位層が実質的なスポンサー（後ろ盾）となって支援していますか。（単一回答、 n=1,032）

* 回答結果を基に、成功企業（n=217）、挑戦企業（n=815）それぞれの回答を集計。

意思決定の権限移譲における対応状況* 新規事業推進部門のスポンサー*

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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成功企業では企画・実行部門の連携プロセスが設計されている

30

企画・実行部門の「非常に連携しやすい」と回答している企業の割合が成功／挑戦企業間で有意差がある。
連携促進策の取り組みにおいて、成功企業の方が全体的に進んでいることが背景とみられる。
（特に「会議体の設定」や「成果連動の仕組み」の実施割合が大きい点が特徴的）

56％

46%

56％

52%

53％

51%

33％

26%

9.4%

3.4%

2.3%

6.8%

23％

14%

55％

63%

18％

21%

3％

2%

9.4%

7.6%

2.7%

0.9%

定期的な会議体の設定
（成功企業：n=121, 挑戦企業：n=378）

人事ローテーション／兼務
（成功企業：n=121, 挑戦企業：n=427）

組織長／レポートラインの統一
（成功企業：n=116, 挑戦企業：n=417）

成果連動型インセンティブの設定
（成功企業 n=72, 挑戦企業：n=215）

非常に連携しやすい
（成功企業：n=36, 挑戦企業：n=80）

ある程度連携できている
（成功企業：n=65, 挑戦企業：n=271）

あまり連携できていない
（成功企業：n=64, 挑戦企業：n=293）

連携できず別物になってしまっている
（成功企業 n=49, 挑戦企業：n=153）

成功企業

挑戦企業
Q.企画と実行の機能担当が異なる場合、連携のしやすさについてお答えください。 （単一回答、 n=1,032）
Q. 企画と実行の連携を円滑にするために設けている仕組みはありますか。当てはまるものを全て選択してください。（n=1,032）

* 回答結果を基に、成功企業（n=217）、挑戦企業（n=815）それぞれの回答を集計。

企画・実行部門の連携状況* 連携促進施策の実施状況*

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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成功企業は新規事業KPIを定量観点も含めて幅広く設定・管理

31

挑戦企業と比べ、成功企業は全体的に多くのKPI項目を設定している。また定量的なモニタリングが特徴的。
指標設定・活用状況に鑑みて、成功企業は経営成果と新規事業活動との連動性を意識しているとみられる

37%
33%

64%
63%

38%
30%
30%

24%
27%

15%
36%

30%
32%

24%
29%

21%
23%

17%
34%

20%
41%

37%
18%

11%
39%

23%
32%

23%

35%

27%

50%

57%

12%

13%

3%

3%

8.0%

7.0%

1.0%

0.0%

成功企業

挑戦企業

定量目標を明確に設定し
モニタリング・評価にも活用

（成功企業：n=75, 挑戦企業：n=213）

目安レベルで定量目標を設定して
おり、評価時には参考程度に活用
（成功企業：n=106, 挑戦企業：n=448）

主に定性目標を設定、
評価時には参考程度に活用

（成功企業：n=25, 挑戦企業：n=102）

評価として活用していない
（成功企業：n=6, 挑戦企業：n=24）

Q.貴社では、新規事業推進組織（または活動）に対して、どのようなKPI（成果指標）を設定していますか。当てはまるものを全て選択してください。 （n=1,032）
Q. KPIはどの程度定量的に管理されていますか。（単一回答、n=1,032）

* 回答結果を基に、成功企業（Q1つ目：n=217, Q2つ目：n=212）、挑戦企業（Q1つ目：n=815, Q2つ目：n=787）それぞれの回答を集計。

2. 中期（3年以内）の売上・利益貢献目標の達成 （成功企業：n=138, 挑戦企業：n=511）

11. 組織能力の向上（事例共有、ナレッジ蓄積、標準化など） （成功企業：n=90, 挑戦企業：n=302）

13. コンピテンシー（企画能力、戦略思考力、交渉能力など）（成功企業：n=85, 挑戦企業：n=184）

3. 出資額・ディールサイズなどM＆A・CVCの実行実績 （成功企業：n=82, 挑戦企業：n=248）

1. 短期（年度内）の売上・利益目標の達成 （成功企業：n=80, 挑戦企業：n=270）

6. 事業アイデアの創出件数・検討フェーズ到達数 （成功企業：n=79, 挑戦企業：n=241）

9. 管理会計面からの社内連携状況 （成功企業：n=73, 挑戦企業：n=162）

7. PoCやMVPの実行件数（成功企業：n=70, 挑戦企業：n=193）

14. 新規事業人材の育成数・リーダー排出数 （成功企業：n=69, 挑戦企業：n=187）

4. 立ち上げた事業の継続率／継続年数 （成功企業：n=65, 挑戦企業：n=198）

8. 外部パートナーとの連携創出数 （成功企業：n=63, 挑戦企業：n=174）

5. 事業の市場導入率／導入数 （成功企業：n=58, 挑戦企業：n=123）

10. 社内アセットの活用度 （成功企業：n=50, 挑戦企業：n=142）

12. 社内認知度・好感度など （成功企業：n=38, 挑戦企業：n=87）

事
業
・財
務

活
動
・プ
ロ
セ
ス

組
織
・ス
キ
ル

成功／挑戦企業の差分が大きい項目設定している新規事業関連のKPI項目* KPIの設定・活用方針*

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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成功企業では新規事業組織内にノウハウ・スキルを集約化している

32

成功企業は新規事業組織に知見を集約するための施策の導入が全体的に進んでいる。新規事業のスキル
管理やナレッジ管理機能、及び専用分析ツールを当該組織が掌握することで専門性を高めている。

新規事業組織主体で新規事業に必要なスキルセット・
要件を可視化している

（成功企業：n=111, 挑戦企業：n=443）
54

37

51%

54%

46％

43%

37％

43%

31％

41%

31%

18％

3.2%

8.4%

5.9%

12.2%

4.2%

12.5% 成功企業

挑戦企業

各従業員の新規事業スキル保有状況を管理し、認定制
度などを整備。社内キャリア形成にも一定の影響がある

（成功企業：n=117, 挑戦企業：n=371）

新規事業スキル向上のための社内プログラム／研修を
新規事業組織が整備している

（成功企業：n=94, 挑戦企業：n=305）

新規事業組織が主体となって新規事業の成功／失敗
事例をナレッジベースなどで体系化・記録している

（成功企業：n=93, 挑戦企業：n=250）

新規事業案件を一元的に管理するための仕組みを
新規事業組織主導で導入している
（成功企業：n=89, 挑戦企業：n=300）

新規事業組織が管掌する新規事業向けの
分析ツールや専用システムがある
（成功企業：n=67, 挑戦企業：n=150）

成功企業
（n=217）

挑戦企業
（n=815）

25%

19%

40%

36%

25%

31%

11%

12%

0%

2%
できている

ややできている

どちらともいえない

あまりできていない

できていない

新規事業に関わる人材・スキル開発状況* 新規事業推進組織へのノウハウ・スキル集約施策の取り組み状況*

Q.貴社において、新規事業を“主力事業化”していくにあたっての対応状況についてお答えください（戦略的な人材・スキル開発）。（n=1,032）
Q. 新規事業推進に関するノウハウやスキルを、特定組織に集約・蓄積することで専門性を高めるために、貴社ではどのような施策を講じていますか。（複数回答、n=1,032）

* 回答結果を基に、成功企業（n=217）、挑戦企業（n=815）それぞれの回答を集計。

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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成功企業は新規事業の取り組み意義のエンドースメントに全方位注力

33

成功企業は、全社向けだけではなく部署・個人向けや社外向けに発信を行うなど多様な施策を講じることで、
取り組み意義・目的のエンドースメント化を実現している。

62%

62%

57%

52%

49%

42%

41%

34%

20%

10%

6%

5%

0.5%

4.9%

6.9%

7.5%

10.1%

0.5%

全社向けに、定期的な発信機会を設けている
（タウンホール、イントラネット掲載、社内報など）

（成功企業：n=36, 挑戦企業：n=80）

関係部署向けに、小規模な説明会・対話セッションを
定期開催している

（成功企業：n=65, 挑戦企業：n=271）

キーパーソンを特定した上で、個別のコミュニケーションプランを
策定・実行している（経営幹部、部門長クラスへの個別説明･依頼など）

（成功企業：n=64, 挑戦企業：n=293）

外部向けに取り組みを発信することを通じて、全社に意義・
目的を間接的に伝えている（CM配信、IR・株主総会など）

（成功企業：n=49, 挑戦企業：n=153）

社内インフルエンサーを意図的に
育成・ネットワーク化している
（成功企業：n=3, 挑戦企業：n=18）

成功企業

挑戦企業

特に体系的な施策は講じていない
（成功企業：n=3, 挑戦企業：n=18）

挑戦企業
（n=815）

25%

19%

41%

42%

25%

28%

8%

1%

1%

10%

できている

ややできている

どちらともいえない

あまりできていない

できていない

Q.貴社において、新規事業を“主力事業化”していくにあたっての対応状況についてお答えください（取り組み意義・目的のエンドースメント化）。（n=1,032）
Q. 貴社において、新規事業推進の取り組み意義・目的を社内に共有・浸透させるために、どのような施策を講じていますか。（複数回答、n=1,032）

* 回答結果を基に、成功企業（n=217）、挑戦企業（n=815）それぞれの回答を集計。

新規事業の取り組み意義・目的のエンドースメント化* エンドースメント化施策の実施状況*

成功企業
（n=217）

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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成功企業は新規事業向けに一定規模の予算を確保して推進

34

成功企業の中では10億円以上の予算を確保している企業の割合が最も多く、挑戦企業との差がみられる。

2%

4%

5%

13%

19%

21%

24%

30%

16%

19%

35%

15%

1.6%

8.2%

1.8%

6.1%

2.5%

20.1%

成功企業

挑戦企業
1,000万円未満

（成功企業：n=4, 挑戦企業：n=27）

1,000万円～5,000万円未満
（成功企業：n=10, 挑戦企業：n=100）

5,000万円～1億円未満
（成功企業：n=39, 挑戦企業：n=158）

1億円～5億円未満
（成功企業：n=49, 挑戦企業：n=228）

5億円～10億円未満
（成功企業：n=34, 挑戦企業：n=145）

10億円以上
（成功企業：n=72, 挑戦企業：n=112）

Q.貴社で、新規事業向けの予算は年間どの程度計上していますか。（単一回答、n= 978）

* 回答結果を基に、成功企業（n=208）、挑戦企業（n=770）それぞれの回答を集計。

超大手企業～中堅企業
において同様の傾向

新規事業にかける年間予算規模*

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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参考：新規事業案件は3年で成果が求められる

35

KPI設定項目において、中期（3年以内）の目標を測定する企業が多く、組織変更頻度も3年単位が最多。
この傾向は、成功企業・挑戦企業に関わらずみられる。

64%
63%

Q.貴社では、新規事業推進組織（または活動）に対して、どのようなKPI（成果指標）を設定していますか。当てはまるものを全て選択してください。 （n=1,032）
Q. 「これまで「新規事業に関わる組織変更」はどのくらいの頻度で行われていますか。（n=932）

* 回答結果を基に、成功企業（Q1つ目：n=217, Q2つ目：n=199）、挑戦企業（Q1つ目：n=815, Q2つ目：n=733）それぞれの回答を集計。

2. 中期（3年以内）の売上・利益貢献目標の達成 （成功企業：n=138, 挑戦企業：n=511）

11. 組織能力の向上（事例共有、ナレッジ蓄積、標準化など） （成功企業：n=90, 挑戦企業：n=302）

13. コンピテンシー（企画能力、戦略思考力、交渉能力など） （成功企業：n=85, 挑戦企業：n=184）

3. 出資額・ディールサイズなどM＆A・CVCの実行実績 （成功企業：n=82, 挑戦企業：n=248）

1. 短期（年度内）の売上・利益目標の達成 （成功企業：n=80, 挑戦企業：n=270）

6. 事業アイデアの創出件数・検討フェーズ到達数 （成功企業：n=79, 挑戦企業：n=241）

9. 管理会計面からの社内連携状況 （成功企業：n=73, 挑戦企業：n=162）

7. PoCやMVPの実行件数 （成功企業：n=70, 挑戦企業：n=193）

14. 新規事業人材の育成数・リーダー排出数 （成功企業：n=69, 挑戦企業：n=187）

4. 立ち上げた事業の継続率／継続年数 （成功企業：n=65, 挑戦企業：n=198）

8. 外部パートナーとの連携創出数 （成功企業：n=63, 挑戦企業：n=174）

5. 事業の市場導入率／導入数（成功企業：n=58, 挑戦企業：n=123）

10. 社内アセットの活用度 （成功企業：n=50, 挑戦企業：n=142）

12. 社内認知度・好感度など （成功企業：n=38, 挑戦企業：n=87）

事
業
・財
務

活
動
・プ
ロ
セ
ス

組
織
・
ス
キ
ル

72%

68%

18%

26%

10%

6% 成功企業

挑戦企業

3年に1回以上
（成功企業：n=143,

 挑戦企業：n=501）

3～5年に1回
（成功企業：n=36, 

挑戦企業：n=189）

5～10年に1回以下
（成功企業：n=20, 

挑戦企業：n=43）

設定している新規事業関連のKPI項目* 新規事業に関わる組織変更頻度*

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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成功に向けた提言
36
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新規事業の主力事業化に向けた施策展開

37

全ての施策において、成功企業の方が挑戦企業よりも対応が進んでいる

18%

14％

35%

26％

29%

23％

25%

20％

25%

19％

25%

19％

成功企業

挑戦企業

効果的な新規事業推進プロセス整備
（成功企業：n=39, 挑戦企業：n=113）

全社戦略の打ち手として位置づけた上での
新規事業推進

（成功企業：n=76, 挑戦企業：n=213）

内部に限らない視点でのアセット・ケイパ
ビリティ活用の戦術オプション検討

（成功企業：n=62, 挑戦企業：n=187）

意思決定の権限移譲・組織／業務設計
（成功企業：n=55, 挑戦企業：n=161）

戦略的な人材・スキル開発
（成功企業：n=55, 挑戦企業：n=156）

取り組み意義・目的のエンドースメント化
（成功企業：n=54, 挑戦企業：n=153）

新規事業の主力事業化に向けた施策に対し「対応できている」と回答した割合*

1

2

4

3

5

6

Q.貴社において、新規事業を“主力事業化”していくにあたっての対応状況についてお答えください。（n= 1,032）

* 回答結果を基に、成功企業（n=217）、挑戦企業（n=815）それぞれの回答を集計。

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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効果的な新規事業推進プロセス整備

38

成功のためには新規事業プロセスを管理する事務局機能などの確立が重要。

成功要因・ボトルネック要因分析

1

15% 51% 26% 7% 2%
効果的な事業推進プロセスの整備

（n=1,032）

できている ややできている どちらともいえない あまりできていない できていない

020406080

35%

30%

17%

14%

3%

0 20 40 60 80

33%

33%

11%

17%

6%

020406080

62%

8%

26%

5%

0%

0 20 40 60 80

71%

15%

9%

4%

2%

• プロセス内容の検討や
プロセス導入ではなく、
プロセスを管理する人
材確保・事務局機能な
どの体制確立が新規
事業プロセス整備の成
功に直結している

-7.4pt

16.8pt

1.6pt

-1.8pt

-2.9pt

6.3pt

-2.2pt

-1.8pt

プロセスと案件評価のKPIとの連動や、
設計したプロセスの導入

プロセスを管理する人材の確保、
体制の確立（事務局機能など）

プロセス設計・整備後の実績づくり、
プロセスを進めるための知見蓄積

その他

成功要因* ボトルネック要因*

成功（n=39） 挑戦（n=113） ギャップ 挑戦（n=69） 成功（n=18） ギャップ

-9.3pt 1.4pt

できている企業が乗り越えた障壁 or

できていない企業にとっての難しさは何か？（選択肢）- = - =

なぜできているのか なぜできないのか

Q. 貴社において、新規事業を“主力事業化”していくにあたっての対応状況についてお答えください。（n= 1,032）
Q. 【効果的な事業推進プロセスの整備】を妨げる要因は何ですか。（n= 1,032）

* 回答結果を基に、成功企業・挑戦企業の回答割合における差分の大きさから、成功要因・ボトルネック要因を分析。

プロセスの検討項目を設計するための社内知見
（設定した検討項目の有効性・扱う案件

の実態に即した精査）

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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全社戦略の打ち手として位置づけた上での新規事業推進

39

新規事業を全社戦略に位置づけるにあたっての既存事業・ビジネスモデル理解の醸成が求められる。
また、そのための戦略的活動に対して適切に予算を割り当て推進することが重要。

成功要因・ボトルネック要因分析

2

28% 40% 24% 7% 1%
「全社戦略の打ち手」として位置
づけた上での新規事業推進

（n=1,032）

できている ややできている どちらともいえない あまりできていない できていない

020406080

38%

33%

14%

12%

3%

0 20 40 60 80

59%

24%

6%

12%

0%

020406080

39%

34%

8%

14%

4%

0 20 40 60 80

50%

39%

1%

8%

1%

• 自社の既存事業 ・

ビジネスモデル理解が
不十分であることが戦
略活動の推進を阻害し、
個別案件推進にとど
まっている

• 新規事業の必要性を
トップダウンからオー
ソライズした上で、

案件個別だけでなく
戦略活動自体に予
算を割り当てること

が成功確率を高めて
いる

-5.2pt

6.5pt

6.5pt

2.5％pt

9.8pt

8.6pt

-0.2pt

2.9pt

自社の経営戦略や既存事業に対する理解
（例：既存事業のビジネスモデルの特性や、

衰退可能性の分析）

案件ごとの投資判断ではなく、戦略検討活動に
対して予算が充てられる仕組み

トップダウンからの落とし込みや、その方法論
（ボトムアップで起案された新規事業アイデアの精査

に終始しないこと）

その他

成功要因* ボトルネック要因*

成功（n=76） 挑戦（n=213） ギャップ 挑戦（n=69） 成功（n=17） ギャップ

イニシアチブを取る部門の存在、または経営企画／
社長室などのコーポレート戦略側と既存事業側の

両者を巻き込んだ体制づくり

-10.3pt -21.1pt

できている企業が乗り越えた障壁 or

できていない企業にとっての難しさは何か？（選択肢）- = - =

なぜできているのか なぜできないのか

Q. 貴社において、新規事業を“主力事業化”していくにあたっての対応状況についてお答えください。（n= 1,032）
Q. 【「全社戦略の打ち手」として位置づけた上での新規事業推進】を妨げる要因は何ですか。（n= 1,032）

* 回答結果を基に、成功企業・挑戦企業の回答割合における差分の大きさから、成功要因・ボトルネック要因を分析。

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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内部に限らない視点でのアセット・ケイパビリティ活用の戦術検討

40

新規事業開発にインオーガニック観点を組み込むには、事業の目利き力・他社を巻き込むコーディネート能
力などのスキル面が鍵

成功要因・ボトルネック要因分析

3

-2.7pt-7.3pt

24% 36% 28% 10% 2%

アセット・ケイパビリティ活用における
自社に限らない視点での

戦術オプション検討（n=1,032）

できている ややできている どちらともいえない あまりできていない できていない

• M＆Aや協業は各社オ

プションとして検討済
の傾向

• その後の実行にあ
たって事業の目利き
力・コーディネート能
力などのスキル面が

重要な要因となって
いる

-7.8pt

1.6pt

-3.2pt

-2.2pt

インオーガニック用予算の新規事業向けへの活用、
予算申請プロセスの整備

（内製で開発する前提のプロセス設計でないこと）

その他

成功要因* ボトルネック要因*

成功（n=62） 挑戦（n=187） ギャップ 挑戦（n=102） 成功（n=24） ギャップ

自力で推進するためのスキル
（他社事業に対する目利き力や、他業界含む事業者
とのビジネスの全体設計・コーディネート能力など）

13.5pt 8.1pt

できている企業が乗り越えた障壁 or

できていない企業にとっての難しさは何か？（選択肢）- = - =

なぜできているのか なぜできないのか

26%

37%

34%

2%

29%

29%

38%

4%

39%

26%

32%

3%

46%

12%

40%

2%

Q. 貴社において、新規事業を“主力事業化”していくにあたっての対応状況についてお答えください。（n= 1,032）
Q. 【アセット・ケイパビリティ活用における自社に限らない視点での戦術オプション検討】を妨げる要因は何ですか。（n= 1,032）

* 回答結果を基に、成功企業・挑戦企業の回答割合における差分の大きさから、成功要因・ボトルネック要因を分析。

M＆Aや他社との協業における検討方法の理解、
発想や選択肢を持つこと（M＆Aを前提とした新規事業
構想、他業界とのアライアンス可能性探索など）

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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意思決定の権限移譲・組織／業務設計

41

企業全体の組織体制内に新規事業推進組織を位置付け、運用していくにあたっては、他部門が新規事業
開発を支援するインセンティブ設計が重要。

成功要因・ボトルネック要因分析

4

21% 43% 25% 10% 2%

意思決定の権限移譲・組織／
業務設計（n=1,032）

できている ややできている どちらともいえない あまりできていない できていない

• 必要リソースの配分
や組織設計の知見

蓄積よりも、新規事業
開発を支援するイン
センティブ設計（KPI・
評価報酬制度 ）が

事業の成功に直結し
ている。

-9.9pt

-6.2pt

12.9pt

-9.8pt

-1.2pt

5.9pt

新規事業組織に十分なヒト・モノ・カネを割り当てた
上での推進（例：既存事業との兼務などで、既存事

業が優先されていないこと）

企業全体の観点で効果的な組織設計を検討する
ための知見

その他

成功要因* ボトルネック要因*

成功（n=124） 挑戦（n=315） ギャップ 挑戦（n=204） 成功（n=40） ギャップ

他部門（事業部門／営業部門／技術・開発部門など）
に対する、新規事業開発を支援するインセンティブが

働くような評価報酬制度やKPIの設定
4.5pt 5.1pt

できている企業が乗り越えた障壁 or

できていない企業にとっての難しさは何か？（選択肢）- = - =

なぜできているのか なぜできないのか

43%

40%

11%

6%

38%

50%

13%

0%

44%

34%

10%

13%

39%

44%

16%

1%

Q. 貴社において、新規事業を“主力事業化”していくにあたっての対応状況についてお答えください。（n= 1,032）
Q. 【意思決定の権限移譲・組織／業務設計】を妨げる要因は何ですか。（n= 1,032）

* 回答結果を基に、成功企業・挑戦企業の回答割合における差分の大きさから、成功要因・ボトルネック要因を分析。

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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戦略的な人材・スキル開発

42

新規事業向けの人材像・スキル定義および、推進組織内での育成計画・施策実行が求められる。その上で、
全社キャリア設計の中に新規事業開発を位置付けることが重要。

5

成功要因・ボトルネック要因分析

• 挑戦企業では、既存
事業／コーポレート
部門・外部から新規
事業組織に専門人
材を集めるための施
策が難しく、ボトル
ネックになっている。

• 上記を実施した上で、
既存事業と新規事業
の適切な人材ポート
フォリオを設計するこ
とが成功確率を高め
ている。

20% 37% 30% 12% 1%
戦略的な人材・スキル開発

（n=1,032）

できている ややできている どちらともいえない あまりできていない できていない

020406080

38%

28%

19%

14%

1%

0 20 40 60 80

26%

26%

22%

22%

4%

020406080

39%

37%

20%

2%

2%

0 20 40 60 80

35%

48%

11%

4%

2%

-11.0pt

9.5pt

-2.0pt

-0.1pt

2.4pt

-2.5pt

-8.0pt

-3.4pt

新規事業開発を推進するにあたっての、目指すべき
人材像・スキルの定義や、それに向けた育成計画や

施策の整備

既存事業と新規事業の適切な人材ポートフォリオ
設計やサクセッションプランなど

知見を蓄積・再活用するための仕組みの構築や、
効果的な運用

その他

成功要因* ボトルネック要因*

成功（n=54） 挑戦（n=156） ギャップ 挑戦（n=109） 成功（n=23） ギャップ

既存事業／コーポレート部門・外部から新規事業
組織に専門人材を集めるための施策

（例：既存事業と異なる評価・報酬体系の設定など）

3.6pt 11.5pt

できている企業が乗り越えた障壁 or

できていない企業にとっての難しさは何か？（選択肢）- = - =

なぜできているのか なぜできないのか

Q. 貴社において、新規事業を“主力事業化”していくにあたっての対応状況についてお答えください。（n= 1,032）
Q. 【戦略的な人材・スキル開発】を妨げる要因は何ですか。（n= 1,032）

* 回答結果を基に、成功企業・挑戦企業の回答割合における差分の大きさから、成功要因・ボトルネック要因を分析。

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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取り組み意義・目的のエンドースメント化

43

取り組み意義・目的をエンドースメント化していくには、新規事業組織内に意義発信機能を設置することが重要。

6

成功要因・ボトルネック要因分析

20% 42% 28% 9% 1%
取り組み意義・目的の
エンドースメント化

（n=1,032）

できている ややできている どちらともいえない あまりできていない できていない

• 新規事業の意義を

発信し、エンドースメン
トを強化する機能を新
規事業組織内に設置
することが事業成功に
寄与。6.6pt

-3.7pt

9.2pt

4.7pt

-4.0pt

1.1pt

新規事業の意義を発信する機能（企画・コミュニケー
ション計画・効果測定など）の存在や強化

経営全体における新規事業の位置付けの
十分な検討

その他

成功要因* ボトルネック要因*

成功（n=54） 挑戦（n=153） ギャップ 挑戦（n=87） 成功（n=19） ギャップ

経営層の新規事業へのコミットメント
（担当者任せにしないこと）

-12.1pt -1.9pt

できている企業が乗り越えた障壁 or

できていない企業にとっての難しさは何か？（選択肢）- = - =

なぜできているのか なぜできないのか

40%

28%

31%

1%

42%

32%

26%

0%

28%

30%

31%

11%

40%

33%

25%

2%

Q. 貴社において、新規事業を“主力事業化”していくにあたっての対応状況についてお答えください。（n= 1,032）
Q. 【取り組み意義・目的のエンドースメント化】を妨げる要因は何ですか。（n= 1,032）

* 回答結果を基に、成功企業・挑戦企業の回答割合における差分の大きさから、成功要因・ボトルネック要因を分析。
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18%

14％

35%

26％

29%

23％

25%

20％

25%

19％

25%

19％

新規事業の主力事業化に向けた施策の成功要因・ボトルネック要因分析からの示唆*

効果的な新規事業推進プロセス整備
（成功企業：n=39, 挑戦企業：n=113）

1

全社戦略の打ち手として位置づけた
上での新規事業推進

（成功企業：n=76, 挑戦企業：n=213）

2

意思決定の権限移譲・組織／業務設計
（成功企業：n=55, 挑戦企業：n=161）

4

内部に限らない視点でのアセット・ケイパ
ビリティ活用の戦術オプション検討

（成功企業：n=62, 挑戦企業：n=187）

3

戦略的な人材・スキル開発
（成功企業：n=55, 挑戦企業：n=156）

5

取り組み意義・目的のエンドースメント化
（成功企業：n=54, 挑戦企業：n=153）

6

Q.貴社において、新規事業を“主力事業化”していくにあたっての対応状況についてお答えください。（n= 1,032）

* 回答結果を基に、成功企業（n=217）、挑戦企業（n=815）それぞれの回答を集計。

•事業の目利き力・他社の巻き込み力の
獲得

•新規事業組織内での意義発信機能
設置

•新規事業プロセスを管理する事務局
機能の確立

•企業の既存ビジネスモデルの理解と
新規事業の位置付け定義
•戦略活動自体への予算割り当て

•他部門が新規事業開発を支援する
インセンティブ設計

•新規事業組織内でのスキル定義と、
育成計画の全社キャリア設計との連動

新規事業開発の取り組みに関する実態調査2025年
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戦術オプション検討や社内の組織設計などについては内製化しつつも、新規事業推進プロセスの整備や
顧客候補の紹介、人材・スキル開発などでは、企業は外製化する傾向が強いことがうかがえる。

外製化
ニーズ

内製化
ニーズ

顧客候補の紹介や
営業チャネルの提供

新規事業アイデアの発想や、
有効な事業推進プロセスの整備

戦略的な人材・スキル開発

伴走型や業務提携での協業的推進

全社戦略と整合した
「新規事業戦略」の策定

共同出資など
ファイナンス面での貢献

取り組み意義・目的の
エンドースメント化

協業先や政府／自治体・当局
とのコネクションの紹介

機動力とインパクトを最大化
させるための組織設計

アセット・ケイパビリティ活用について、
自社に限らない視点での戦術オプション検討

新規事業の主力事業化に向けた施策の内製化・外製化傾向*

Q. 新規事業開発の各フェーズにおいて、どのような施策に注力していますか。（選択肢の中から注力している順に3つ回答）（n= 1,032）
Q. 貴社において、新規事業を“主力事業化”していくにあたっての対応状況についてお答えください。（n= 1,032）
Q. 新規事業推進において、外部に期待すること・支援して欲しいことは何ですか。（それぞれの質問項目につき単一回答）（n= 1,032）

* 「施策注力度」に関する設問または「新規事業主力化に向けた施策の対応状況」に関する設問において、「あまりできていない」・「できていない」と回答した企業を分析対象として選定。
それら企業の「外部への期待」に関する設問への回答を基に①「とてもそう思う」層と②「そう思わない」・「全くそう思わない」層を抽出し、①と②の割合の差が正に大きいほど外製化（負
に大きいほど内製化）傾向が強いと定義。

新規事業に関わる施策の外製化・内製化トレンド
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